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新潟県公立大学法人評価委員会運営要綱（案） 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、新潟県公立大学法人評価委員会条例（平成 20 年新潟県条例第

45 号。以下「条例」という。）第６条及び第８条の規定に基づき、新潟県公立大

学法人評価委員会（以下「委員会」という。）の運営に関し必要な事項を定める

ものである。 

 

（部会） 

第２ 条例第６条第１項の規定により、委員会に置く部会の名称及び所管する公立

大学法人は、次表のとおりとする。 

名 称 所管する公立大学法人 

県立大学部会 公立大学法人新潟県立大学 

看護大学部会 公立大学法人新潟県立看護大学 

２ 条例第６条６項の規定により、部会の議決をもって委員会の決議とすることが

できる事項は、別表のとおりとする。 

３ 委員会は、部会に対し、いつでも、その所掌に属する事項について報告を求め

ることができる。 

４ 部会の委員以外の委員は、部会長の許可を受けて、部会に出席して意見を述べ

ることができる。 

 

 （会議の公開） 

第３ 委員会の会議は、「附属機関等の会議の公開に関する指針」（以下「指針」

という。）により、原則として公開する。ただし、指針３の規定により非公開と

することが適当であると認める案件については、委員長が委員会に諮って非公開

とすることができる。 

 

 （傍聴人に対する指示） 

第４ 委員長は、傍聴人が会議の進行を妨害する行為をしたと認めたときは、傍聴

人に対し、退場を命じることができる。 

  

 （臨時委員の配置） 

第５ 委員長は、条例第２条第３項の規定により臨時委員を置く必要があると認め

る場合は、委員会に諮った上で、知事にその旨申し出るものとする。 

 

 （意見の聴取） 

第６ 委員長は、議事の調査審議に関し、特に意見を聴く必要があると認めたとき

は、委員会に諮って、関係者に出席を求めて意見を聴くことができる。 
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 （議事要旨等の公表） 

第７ 委員会の議事要旨及び会議で使用した資料は、一般の閲覧に供するものとす

る。ただし、第３ただし書きの規定により会議を公開しないこととされた案件に

係るものについては、委員長が委員会に諮って当該議事要旨及び会議で使用した

資料を一般の閲覧に供しないことができる。 

 

（準用規定） 

第８ 第３から第７までの規定は、部会に準用する。この場合において、第３及び

第５から第７まで中「委員会」とあるのは「部会」と、第３から第７まで中「委

員長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

 

 （雑則） 

第９ この要綱に定めるもののほか、委員会又は部会の運営に関し必要な事項は、

それぞれ委員長又は部会長が委員会又は部会に諮って定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 21 年１月 23 日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 24 年 11 月５日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 30 年 月 日から施行し、同年４月１日から適用する。 
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別表 

事 項 根拠規定 

知事による中期目標の作成又は変更の際の意見 法第25条第３項 

中期計画の作成又は変更に対して知事が認可する際の意見 法第78条第４項 

各事業年度における業務の実績についての評価 
法第78条の２第１

項 

中期目標期間の終了時に見込まれる業務の実績についての評

価 

法第78条の２第１

項 

中期目標期間における業務の実績についての評価 
法第78条の２第１

項 

業務実績の評価結果を踏まえた法人に対する業務運営の改善

勧告 

法第78条の２第４

項 

中期目標期間の終了時までに設立団体の長が所要の措置を講

ずる際の意見 

法第79条の２第２

項 

重要な財産の処分をするに当たって知事が認可する際の意見 法第44条第２項 

一般地方独立行政法人の役員の報酬等の支給基準に関する知

事に対する意見の申出 

法第56条第１項に

おいて準用する法

第49条第２項 

 

※太枠部分が 今回改正箇所 



  

新潟県公立大学法人評価委員会運営要綱 新旧対照表 

 

 

改正後 改正前 

第１～９（略） 

別表 

事 項 根拠規定 

 

 
（削除） 

知事による中期目標の作成又は変更の際の意見 

地方独立行政法

人法（平成15年

法律第118号。以

下「法」という｡

)第25条第３項 

中期計画の作成又は変更に対して知事が認可する際
の意見 

法第78条第４項 

各事業年度における業務の実績についての評価 
法第78条の２第
１項 

中期目標期間の終了時に見込まれる業務の実績につ
いての評価 

法第78条の２第
１項 

中期目標期間における業務の実績についての評価 
法第78条の２第
１項 

第１～９（略） 

別表 

事 項 根拠規定 

業務方法書に対して知事が認可する際の意見 

地方独立行政法
人法（平成15年
法律第118号。以
下「法」という｡
)第22条第３項 

知事による中期目標の作成又は変更の際の意見 法第25条第３項 

中期計画の作成又は変更に対して知事が認可する際
の意見 

法第26条第３項 

各事業年度における業務の実績についての評価 法第28条 

 
 

  

各事業年度における業務実績の評価結果を踏まえた
法人に対する業務運営の改善勧告 

法第28条 



  

業務実績の評価結果を踏まえた法人に対する業務運
営の改善勧告 

法第78条の２第
４項 

（※上記の法第78条の２第１項で規定） 

（※上記の法第78条の２第４項で規定） 

中期目標期間の終了時までに設立団体の長が所要の
措置を講ずる際の意見 

法第79条の２第
２項 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

重要な財産の処分をするに当たって知事が認可する
際の意見 

法第44条第２項 

一般地方独立行政法人の役員の報酬等の支給基準に
関する知事に対する意見の申出 

法第56条第１項
において準用す
る法第49条第２
項 

 

中期目標期間における業務の実績についての評価 法第30条 

中期目標期間における業務実績の評価結果を踏まえ
た法人に対する業務運営の改善勧告 

法第30条におい
て準用する法第
28条 

中期目標期間の終了時に設立団体の長が所要の措置
を講ずる際の意見 

法第31条第２項 

知事による財務諸表の承認の際の意見 法第34条第３項 

中期計画で定める剰余金の使途に残余利益を充当す
るに当たって知事が承認する際の意見 

法第40条第５項 

一定の積立金を次期の中期目標期間の業務の財源に
充当するに当たって知事が承認する際の意見 

法第40条第５項 

限度額を超えて短期借入金をするに当たって知事が
承認する際の意見 

法第41条第４項 
 

短期借入金の借換に当たって知事が認可する際の意
見 

法第41条第４項 

重要な財産の処分をするに当たって知事が認可する
際の意見 

法第44条第２項 

一般地方独立行政法人の役員の報酬等の支給基準に
関する知事に対する意見の申出 

法第56条第１項
において準用す
る法第49条第２
項 

 

 


